
（新旧対照表）

新 旧

医療関係者養成確保対策費等補助金、医療 医療関係者養成確保対策費等補助金、医療関
関係者研修費等補助金及び臨床研修費等補 係者研修費等補助金及び臨床研修費等補助金

助金交付要綱 交付要綱

１～２（略） １～２（略）

（交付の対象） （交付の対象）
３ これらの補助金は、次の事業を交付の対象とする。 ３ これらの補助金は、次の事業を交付の対象とする。
（１）（略） （１）（略）

（２）医療関係者研修費等補助金 （２）医療関係者研修費等補助金

ア 中央ナースセンター事業（医療従事者等確保対策費） ア 中央ナースセンター事業（医療従事者等確保対策費）

「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき公益社団法人日本看護協会が行う事 「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき社団法人日本看護協会が行う事業

業

イ 看護職員確保対策特別事業（医療従事者等確保対策費） イ 看護職員確保対策特別事業（医療従事者等確保対策費）

「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき公益社団法人日本看護協会、社団法 「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき社団法人日本看護協会、社団法人日

人日本助産師会、社団法人日本精神科看護技術協会及びその他厚生労働大臣が認める 本助産師会、社団法人日本精神科看護技術協会及びその他厚生労働大臣が認める者が

者が行う事業 行う事業

ウ 看護職員資質向上推進事業（医療従事者資質向上対策費） ウ 看護職員資質向上推進事業（医療従事者資質向上対策費）

「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき公益社団法人日本看護協会、社団法 「看護職員確保対策事業等実施要綱」に基づき社団法人日本看護協会、社団法人日

人日本精神科看護技術協会、財団法人日本訪問看護振興財団及びその他厚生労働大臣 本精神科看護技術協会、財団法人日本訪問看護振興財団及びその他厚生労働大臣が認

が認める者が行う看護職員専門分野研修 める者が行う看護職員専門分野研修

エ（略） エ（略）

オ 歯科医師臨床研修指導医講習会事業（医療従事者資質向上対策費） オ 歯科医師臨床研修指導医講習会事業（医療従事者資質向上対策費）

プログラム責任者講習会 プログラム責任者講習会

「歯科医師臨床研修指導医講習会(プログラム責任者講習会)実施要綱」に基づき別 臨床研修施設に勤務する歯科医師に対して、別に定める公募要領により採択された

に定める公募要領により採択された団体が行う事業 団体が行う事業

カ 医療関係職種実習施設指導者等養成講習会事業（医療従事者資質向上対策費） カ 医療関係職種実習施設指導者等養成講習会事業（医療従事者資質向上対策費）

「医療関係職種実習施設指導者等養成講習会実施要綱」に基づき別に定める公募要 歯科衛生士、歯科技工士の養成施設等で行われている臨床実習の実習指導者に対し

領により採択された団体が行う事業 て、別に定める公募要領により採択された団体が行う事業

キ（略） キ（略）



（３）臨床研修費等補助金（医療従事者資質向上対策費） （３）臨床研修費等補助金（医療従事者資質向上対策費）

臨床研修事業等 臨床研修事業等

ア （略） ア （略）

イ 歯科医師 イ 歯科医師

平成１８年７月３日医政発第0703012号厚生労働省医政局長通知「歯科医師臨床研 平成１８年７月３日医政発第0703012号厚生労働省医政局長通知「歯科医師臨床研

修費補助事業の実施について」に基づき公私立大学歯学部若しくは医学部附属病院 修費補助事業の実施について」に基づき公私立大学歯学部若しくは医学部附属病院

（歯科医業を行わないものを除く。）及び厚生労働大臣の指定した公私立病院若しく （歯科医業を行わないものを除く。）及び厚生労働大臣の指定した公私立病院若しく

は診療所の開設者が行う歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第１６条の２第１ は診療所の開設者が行う歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）第１６条の２第１

項に定める歯科医師臨床研修の事業（研修プログラムに基づき行う事業）及び指導歯 項に定める歯科医師臨床研修の事業（研修プログラムに基づき行う事業）

科医資質向上推進事業

４～13（略） ４～13（略）



別表１ 別表１
ア. 都道府県が行う事業 （略） ア. 都道府県が行う事業

イ．都道府県が補助する事業 イ．都道府県が補助する事業

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 １区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費

医 看 ａ 看護師等養成所運営事業 （略） 医 看 ａ 看護師等養成所運営事業 （略）
次に掲げる課程ごとの基準額Ａ及び基準額Ｂの合 次に掲げる課程ごとの基準額Ａ及び基準額Ｂ

療 計額 療 の合計額
護 １～３（略） 護 １～３（略）

関 関
４ 看護師(２年課程)養成所 ４ 看護師(２年課程)養成所

係 師 (全日制)（略） 係 師 (全日制)（略）
(定時制)（略） (定時制)（略）

者 (通信制) 者 (通信制)（略）
等 （１）基準額Ａ 等 （１）基準額Ａ

養 次のア、イ、ウ、エ及びオの合計額に別表１１ 養 次のア、イ、ウ、エ及びオの合計額に別表１１
に定める調整率を乗じて得た額 に定める調整率を乗じて得た額

成 養 ア 養成所１か所当たり 成 養 ア 養成所１か所当たり
１７，０８１，０００円 １７，１２１，０００円

確 イ（略） 確 イ（略）
成 ウ 総定員が５００人を超える養成所において添 成 ウ 総定員が５００人を超える養成所において

保 削指導員分として定員１００人増すごとに 保 添削指導員分として定員１００人増すごとに
１，５９５，０００円 １，６１５，０００円

対 所 エ（略） 対 所 エ（略）
オ（略） オ（略）

策 策
運 （２）基準額Ｂ（略） 運 （２）基準額Ｂ（略）

費 費
５（略） ５（略）

等 営 等 営

補 （注）（略） 補 （注）（略）
事 事

助 ｂ（略） 助 ｂ（略）

金 業 ｃ（略） 金 業 ｃ（略）

ｄ（略） ｄ（略）

別表２～７（略） 別表２～７（略）

別表８ 別表８

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 １区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費

医 薬 １７，９０７千円 （略） 医 薬 ２１，０５４千円 （略）
療 剤 療 剤
関 師 関 師
係 生 係 生
者 涯 者 涯
研 教 研 教
修 育 費 育
費 推 等 推
等 進 補 進
補 事 助 事
助 業 金 業
金



別表９ 別表９

１区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 １区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費

臨 Ⅰ 医 師（略） （略） 臨 Ⅰ 医 師（略） （略）

床 臨 床 臨
研 床

（

研 床

（

修 研教 修 研教
事 修育 事 修育
費 事指 費 事指
等 業導 等 業導
補 経 補 経
助 費 助 費
金

）

金

）

（略） （略） （略） （略）
臨 臨
床

（

床

（

研地 研地
修域 修域
事協 事協
業議 業議

会 会
経 経
費 費） ）

臨 Ⅱ 歯科医師 歯科医師臨床研修を行うた 臨 Ⅱ 歯科医師 歯科医師臨床研修を行うた
床 ◎ 単独型又は管理型臨床研修施設（大学病院を めに必要な次に掲げる経費 床 ◎ 単独型又は管理型臨床研修施設（大学病院を めに必要な次に掲げる経費
研 含む。） １ 研修管理委員会経費 研 含む。） １ 研修管理委員会経費
修 次により算定した合計額 報償費（謝金）、旅費、需用 修 次により算定した合計額 報償費（謝金）、旅費、需用
事 ただし、算定に当たって、研修歯科医延人数、事 費（消耗品費、印刷製本費、 事 ただし、算定に当たって、研修歯科医延人数、事 費（消耗品費、印刷製本費、
業 業実施研修歯科医数には、国が開設する施設等補 会議費）、役務費（通信運搬 業 業実施研修歯科医数には、国が開設する施設等補 会議費）、役務費（通信運搬
(教 助対象外の施設における研修歯科医の人数は含め 費） （教 助対象外の施設における研修歯科医の人数は含め 費）
育 ないこと。 ２ プログラム責任者人件費 育 ないこと。 ２ プログラム責任者人件費
指 また、研修歯科医延人数は、当該年度内における （プログラム管理に係るも 指 また、研修歯科医延人数は、当該年度内における （プログラム管理に係るも
導 各月の末日に在籍する研修歯科医数の総和である の） 導 各月の末日に在籍する研修歯科医数の総和である の）
経 こと。 ３ 役務費（通信運搬費） 経 こと。 ３ 役務費（通信運搬費）
費） ４ 指導歯科医、プログラム 費） ４ 指導歯科医、プログラム

責任者（研修歯科医指導分） 責任者（研修歯科医指導分）
１ 指導歯科医経費 に係る謝金、人件費、手当 １ 指導歯科医経費 に係る謝金、人件費、手当
（57,000円／月額）× 研修歯科医延人数 ５ 需用費 （57,000円／月額）× 研修歯科医延人数 ５ 需用費

医薬材料費（歯科医学研究材 医薬材料費（歯科医学研究材
２ プログラム責任者経費 料費）、印刷製本費、消耗品 ２ プログラム責任者経費 料費）、印刷製本費、消耗品
次に掲げる（１）及び（２）の合計額 費、光熱水費 次に掲げる（１）及び（２）の合計額 費、光熱水費
（１）基本業務 ６ プログラム責任者及び指 （１）基本業務 ６ プログラム責任者及び指
ア 研修歯科医1～19人 979,000円／年額 導歯科医が臨床研修施設群内 ア 研修歯科医1～19人 979,000円／年額 導歯科医が臨床研修施設群内
イ 研修歯科医20人～ 1,958,000円／年額 の施設へ出張するための経 イ 研修歯科医20人～ 1,958,000円／年額 の施設へ出張するための経
（２）目標達成管理 費、及びより高度な指導等を （２）目標達成管理 費、及びより高度な指導等を
厚生労働大臣が必要と認めた額 行うための情報収集及 厚生労働大臣が必要と認めた額 行うための情報収集及

び学会等に出席するために び学会等に出席するために
３ 研修管理委員会経費 必要な経費で、次に掲げるもの ３ 研修管理委員会経費 必要な経費で、次に掲げるもの
337,000円／年額 旅費、需用費（図書購入費、教 337,000円／年額 旅費、需用費（図書購入費、教

材等材料費、消耗品費) 材等材料費、消耗品費)
４ へき地診療所研修支援経費 ７ へき地診療所の研修経費 ４ へき地診療所研修支援経費 ７ へき地診療所の研修経費
（27,000円／年額）×事業実施研修歯科医数 旅費 （27,000円／年額）×事業実施研修歯科医数 旅費

８ 指導歯科医資質向上推進
５ 研修歯科医物件費 事業に必要な次に掲げる経費 ５ 研修歯科医物件費
（4,000円／月額）× 研修歯科医延人数 報償費（謝金）、旅費、需用 （4,000円／月額）× 研修歯科医延人数

費（消耗品費、印刷製本費、
６ 指導歯科医資質向上推進経費 会議費）、役務費（通信運搬

394,940円／年額 費）



◎ 協力型臨床研修施設が申請する場合 ◎ 協力型臨床研修施設が申請する場合
次により算定した合計額 次により算定した合計額
ただし、算定に当たって、研修歯科医延人数に 歯科医師臨床研修を行うため ただし、算定に当たって、研修歯科医延人数に 歯科医師臨床研修を行うため
は、国が開設する施設等補助対象外の施設におけ に必要な次に掲げる経費 は、国が開設する施設等補助対象外の施設におけ に必要な次に掲げる経費
る研修歯科医の人数は含めないこと。 １ 役務費（通信運搬費） る研修歯科医の人数は含めないこと。 １ 役務費（通信運搬費）
また、研修歯科医延人数は、当該年度内における ２ 指導歯科医にかかる謝 また、研修歯科医延人数は、当該年度内における ２ 指導歯科医にかかる謝
各月の末日に在籍する研修歯科医数の総和である 金、人件費、手当 各月の末日に在籍する研修歯科医数の総和である 金、人件費、手当
こと。 ３ 需用費 こと。 ３ 需用費

医薬材料費（歯科医学研究材 医薬材料費（歯科医学研究材
料費）、印刷製本費、消耗品 料費）、印刷製本費、消耗品

１ 指導歯科医経費 費、光熱水費 １ 指導歯科医経費 費、光熱水費
（57,000円／月額）× 研修歯科医延人数 ４ 指導歯科医が臨床研修施 （57,000円／月額）× 研修歯科医延人数 ４ 指導歯科医が臨床研修施

設群内の施設へ出張するため 設群内の施設へ出張するため
２ 研修歯科医物件費 の経費、及びより高度な指導 ２ 研修歯科医物件費 の経費、及びより高度な指導
（4,000円／月額）× 研修歯科医延人数 等を行うための情報収集及び （4,000円／月額）× 研修歯科医延人数 等を行うための情報収集及び

学会等に出席するために必要 学会等に出席するために必要
（注） 交付額は、調整の上決定することもあり な経費で、次に掲げるもの （注） 交付額は、調整の上決定することもあり な経費で、次に掲げるもの
得ること。 旅費、需用費（図書購入費、教 得ること。 旅費、需用費（図書購入費、教

材等材料費、消耗品費） 材等材料費、消耗品費）

別表１０ 別表１０

都及び県名 調整率 都及び県名 調整率

東京都 ０．８６ 東京都 ０．７５

愛知県 １．００ 愛知県 ０．９３

別表１１ （略） 別表１１ （略）
（注） （略） （注） （略）
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